







































































































































































回選挙までは，各県最低 1 の定数を有していたが，2015 年 7 月の公職選挙法
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選挙区は，定数 1 の 295 選挙区から選ばれる。比例代表は，参議院のしくみと

























































　並立制導入後の総選挙の結果を見ると，1996 年，2000 年，2003 年の 3 回の


























































議員の代表者で構成することはできないか。日本国憲法 43 条 1 項によれば，
「両議院は，全国民を代表する選挙された議員でこれを組織する」としている。 









































なる。条例の制定・改廃請求には，有権者 50 分の 1 以上の署名を集めること
が必要である。リコールについては，首長，主要公務員，議員の解職請求と議
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　（ 2 ）　 毎日新聞（2016 年 8 月 13 日）は，安全保障関連法の廃案などを訴えてきた学
生グループ「SEALDs（シールズ）」の解散について伝えている。
　　　　http://mainichi.jp/articles/20160814/k00/00m/040/040000c
　（ 3 ）　 細谷雄一『迷走するイギリス』慶應義塾大学出版会，2016 年，第 4 章，参照








　（ 5 ）　 地方自治法 94 条および 95 条に基づく町村総会は，1951 年から 55 年まで東京
都宇津木村で行われたのが唯一の例である。1955 年に宇津木村と八丈村が合併
し八丈町となったことに伴い，町村総会の試みは終焉した。
　（ 6 ）　 2014 年 6 月の東京都議会における妊娠や出産に悩む女性への支援策について質
問した新人女性議員に対する自民党所属都議のヤジ問題や，同年 7 月の兵庫県
















　（ 8 ）　 2004 年から 2008 年の間の全国の市議会における議員提出条例案の全体（全条
例案）に占める割合を見ると，2004 年が 3.7％，2005 年が 3.4％，2006 年が




　（ 9 ）　 議会基本条例は，2006 年 5 月 18 日に全国で初めて北海道の栗山町で制定され
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「民主主義をとりもどす」ための一つの試論（石見）












まず投票を」『Journalism』第 313 号，朝日新聞社，2016 年，p. 8，参照
　（13）　 現代の標準的な政治学の教科書の一つである，久米郁男ほか『政治学』有斐閣，















　（17）　 衆議院の選挙制度改革は，政治改革関連 4 法案として細川連立政権下で 1994
（平成 6）年 1 月 29 日に成立した。政府案と自民党案は小選挙区と比例代表の
並立制を提案した点は共通していた（かつて，社会党や公明党は併用制を主張
し，自民党は単純小選挙区制を主張していた）。政府案では，小選挙区と比例
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代表から 250 人ずつ選ぶ案であったが，自民党案では，小選挙区 300，比例代
表 171 だった。国会審議では両者の調整がつかず，政府側が自民党案を受け入
れて，小選挙区 300，比例代表 200 となった。
　（18）　 1996 年，2000 年，2003 年の 3 回の総選挙における自民党の獲得議席数は，
239，233，237 で大きな変化は見られない。一方，非自民の獲得議席数を見ると，
1996 年選挙では，新進 156，民主 52，共産 26，社民 15，2000 年選挙では，民
主 127，公明 31，自由 22，共産 20，社民 19，保守 7，2003 年選挙では，民主
177，公明 34，共産 9，社民 6，保守新党 4 と変化が激しい。















　（21）　 少し古い資料であるが，2003 年時点で，議会を有する国 183 か国中，二院制を
採用する国は 68 か国であるというデータが挙げられている。また，英国，米国，
ドイツ，フランス，イタリア，カナダ，ロシアは二院制を採用している。田中
嘉彦「二院制をめぐる論点」『調査と情報』第 429 号，国会図書館，2003 年，
pp. 6-8












制度成立過程を中心に―」『立命館大学人文科学研究所紀要』第 90 号，p. 168，
参照
　（24）　 首長の解職請求および議会の解散請求には，当該自治体の有権者全体の 3 分の
1 以上の署名が必要であり，その後，当該自治体の有権者全体を選挙人とする
住民投票に付される。議員の解職請求の場合，選挙区がある場合には，当該選
挙区の有権者の 3 分の 1 以上の署名が必要であり，その後，当該選挙区の有権
者を選挙人とする住民投票に付される。選挙区がない場合には，当該自治体の
有権者全体を対象にする。主要公務員（副知事，副市町村長，選挙管理委員，
監査委員，公安委員など）の場合，有権者の 3 分の 1 以上の署名により解職が
請求された場合，当該自治体の議会の同意（3 分の 2 以上の出席，その 4 分の
3 以上の同意）によりその職を失う。なお，人口の多い自治体には特例の要件
が設けられている。
　（25）　 事務監査請求は，条例の制定・改廃請求と同じく有権者の 50 分の 1 以上の連
署をもって監査委員に対して請求することができる（地方自治法 75 条 1 項）。
これと，住民監査請求とは異なる。住民監査請求は，自治体の違法行為や不当
な財政運営について，監査委員に監査を求めるしくみである。有権者である必
要はなく，1 人でも請求できる（同法 242 条 1 項）。住民訴訟には，まず住民監
査請求を行ってからでないと提訴できないしくみになっている（同法 242 条の
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　（31）　 平成の大合併の結果，1 市町村あたりの平均人口と面積は，1999 年 3 月 31 日
時点では 36,387 人と 114.8kn2 だったのが，2010 年 3 月 31 日時点では 68,947
人と 215.0kn2 になった（総務省「『平成の合併』について」2010 年，p. 6，参照）。
1995 年から 2011 年の間で地方議会の議員数は 42％も減り，議員 1 人が代表す
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